
今後の障害児支援の在り方について（報告書）
～「発達支援」が必要な子どもの支援はどうあるべきか～

（抜粋）

参考資料２



今後の障害児支援の在り方について
～「発達支援」が必要な子どもの支援はどうあるべきか～

○ 地域社会への参加・包容（ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ）の推進と合理的配慮

○ 障害児の地域社会への参加・包容を子育て支援において推進するため
の後方支援としての専門的役割の発揮

平成26年７月16日
障害児支援の在り方に関する検討会

○ ライフステージに応じた切れ目の無い支援（縦の連携）

○ 保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援等とも連携した地域支援体制
の確立（横の連携）

障害児本人の最善の利益の保障 家族支援の重視

地域におけ る 「縦横連携」 の推進

基本理念

児童相談所等との
連携

支援に関する
情報の共有化

相談支援の推進
支援者の専門性
の向上等

（報告書のポイント）



＜報告書提言の主な内容（１）＞

〇 児童発達支援センターを中心とした重層的な支援体制（各センターによる

保育所等訪問支援・障害児相談支援の実施等）

○ 保育所等訪問支援等の充実、入所施設への有期・有目的入所の検討

〇 障害児相談支援の役割の拡充、ワンストップ対応を目指した

子ども・子育て支援新制度の「利用者支援事業」との連携

〇 （自立支援）協議会の活性化、支援に関する情報の共有化を目的とした

「サポートファイル」の活用

〇 障害福祉計画における障害児支援の記載義務の法定化

① 地域における「縦横連携」を進めるための体制づくり

○ ライフステージごとの支援（乳幼児期、小学校入学前、学齢期、卒業後）

〇 保護者の「気づき」の段階からの支援、保育所等での丁寧なフォローによる

専門的な支援へのつなぎ、障害児等療育支援事業等の活用

〇 教育支援委員会や学校等との連携、卒業後を見据えた就労移行支援事業

所等との連携

② 「縦横連携」によるライフステージごとの個別の支援の充実



〇 福祉の専門家だけでは適切に対応できないことを念頭に置いた医療・福祉

の連携、医療機関や入所施設の専門性を活用した研修の実施

○ 強度行動障害支援者養成研修の推進、重症心身障害児者の地域支援の

コーディネート機能を持つ中核機関の整備に向けた検討

③ 特別に配慮された支援が必要な障害児のための医療・福祉の連携

〇 ペアレント・トレーニングの推進、精神面のケア、ケアを一時的に代行する支

援、保護者の就労のための支援、家族の活動、障害児のきょうだい支援

④ 家族支援の充実

〇 一元化を踏まえた職員配置等の検討、放課後等デイサービス等の障害児支

援に関するガイドラインの策定

○ 児童養護施設等の対応を踏まえた障害児入所施設の環境改善及び措置入

所を含めた障害児入所支援の在り方の検討

⑤ 個々のサービスの質のさらなる確保

＜報告書提言の主な内容（２）＞

→ 子ども・子育て支援及び障害児支援の計画的進展のための関連部門の連携
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障害児の地域支援体制の整備の方向性のイメージ 参考資料３

＊人口規模等に応じて各圏域
に複数の拠点が必要
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各地域の実情に応じて、関係機関の役割分担を明確にし、重層的な支援体制を構築する必要。
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障害児相談支援と子ども・子育て支援新制度「利用者支援事業」の連携
の推進（イメージ）

参考資料４
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今後の障害児支援の在り方について（報告書）
～「発達支援」が必要な子どもの支援はどうあるべきか～

（抜粋）

３．今後の障害児支援が進むべき方向（提言）

（５）個々のサービスの質のさらなる確保

① 一元化を踏まえた職員配置、専門職の確保等

〇 また、保育所では「保育所保育指針」、幼稚園では「幼稚園教育要領」、
幼保連携型認定こども園では「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」
といった保育・教育に関する指針・ガイドラインが定められているが、児
童発達支援をはじめとした障害児支援に関するガイドラインは存在してい
ない。障害児支援の内容については、各事業所における理念や目標に基づ
く独自性や創意工夫も尊重されるものであるが、その一方で、支援の一定
の質を担保するための全国共通の枠組みが必要であるため、障害児への支
援の基本的事項や職員の専門性の確保等を定めたガイドラインの策定が必
要である。特に、平成24年度に創設した放課後等デイサービスについては、
行われている支援の内容が多種多様で、質の観点からも大きな開きがある
状況であり、支援内容の在り方の整理も踏まえつつ、早期のガイドライン
の策定が望まれる。


